
 

地域と連携した街の清掃美化推進事業補助金交付要綱 

 

 

（制定）令和８年６月１８日付８都環公地温第 2060号決定 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、地域と連携した街の清掃美化推進事業実施要綱（令和８年４月 10 日付８環

資計第 28号。以下「実施要綱」という。）第５ ３ 二に基づき、公益財団法人東京都環境公社

（以下「公社」という。）が東京都（以下「都」という。）と連携し事務を執行する地域と連携し

た街の清掃美化推進事業（以下「本事業」という。）における補助金（以下「本補助金」という。）

の交付に関する必要な手続等を定め、事業の適正かつ確実な執行を図ることを目的とする。 

 

（補助事業の実施主体） 

第２条 本補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）の実施主体は、実施要綱第

４ １ 一に定める者とする。 

 

（補助事業の内容） 

第３条 補助事業は、実施要綱第４ １ 二に定める事業（当該補助事業のうち、都がその環境施

策の推進のため別途自ら又は他の機関を活用して行う補助金の補助対象部分を除く。）であって、

実施要綱第４ １ 三に定める都の事業方針に則して実施するものとする。 

 

（補助対象経費） 

第４条 本補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、実施要綱第４ １ 

四に定める経費であって、次の各号に適合するものとし、公益財団法人東京都環境公社理事長

（以下「理事長」という。）が適当と認めたものとする。 

 一 補助対象事業を実施するための直接的かつ必要最小限の経費 

 二 補助期間内に契約、取得、実施及び支払が完了する経費 

 三 補助対象の使途、単価、規模等の確認が可能かつ本事業に係るものとして明確に区分できる

経費 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる経費は補助対象としない。  

 一 過剰であるとみなされるもの、予備若しくは将来用のもの又は本事業以外においても使用す

ることを目的としたものに要する経費  

 二 中古又は故障中の設備機器の導入に係る経費  

 三 施工業者等からの還付等に伴い、区市町村、区市町村から補助事業の運営を受託した団体又

は個人又は第 28 条第１項にて定める間接補助事業者が実質的に負担していないとみなされる

経費  

 四 その他経済合理性を欠くと公社が判断するものの経費 

３ 補助対象経費の中に、本補助金の交付を受けた区市町村から補助事業の運営を受託した団体又

は個人及び第 28 条第１項にて定める間接補助事業者の自社製品の調達分又はこれらに関係す

る者（他の会社を経由した場合、いわゆる下請会社の場合も含む。）からの調達分に係る経費

がある場合は、本補助金の交付の目的に鑑み、利益等排除を行った経費を補助対象経費とする。 

 

 



 

（補助金交付額） 

第５条 本補助金の交付額は、実施要綱第４ １ 四に示す補助事業における補助対象経費（補助

対象経費に国若しくは地方公共団体からの補助金若しくは交付金を充当する場合又は補助事業

に関し寄附金その他の収入がある場合には、これらの額を控除した額）に、３分の２を乗じた金

額とする。 

２ 前項の額に 1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた金額とする。 

 

（補助期間等） 

第６条 補助事業は、令和８年４月１日から令和 11年３月 31日までの期間に実施される事業とす

る。 

２ 理事長は、前項の期間において複数の年度にわたる補助事業については、補助事業が実施され

る年度ごとに本補助金の交付の申請を受理し交付の決定を行うものとし、交付の決定を受けた事

業実施年度の４月１日から３月 31日までに実施された補助事業に対して本補助金を交付する。 

３ 前項の補助事業について、継続して本補助金の交付を受けられる期間は、３年以内とする。 

 

（補助金の交付申請） 

第７条 区市町村長は、本補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付申請書（別記第１号

様式）に、補助事業の事業実施計画書（複数の年度にわたる補助事業にあっては、年度ごとの事

業計画を記載したものに限る。以下同じ。）等の様式１-１から様式１-３（別紙含む）までの書

類その他補助事業の内容を説明するために必要な書類を添付して、理事長に対し、本補助金の交

付を申請しなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第８条 理事長は、前条の規定による申請を受けた場合は、当該申請の内容について書類審査及び

必要に応じて現地調査等を行ったうえで、実施要綱第４ １ 七に定める審査会（以下「審査会」

という。）に諮るものとし、審査会において補助金を交付することが適当と認めるときは、補助

条件を付して本補助金の交付を決定し補助金交付決定通知書（別記第２号様式）により、本補助

金を交付することが適当と認められないときは、補助金の不交付を決定し書面により、それぞれ

区市町村長に通知するものとする。 

２ 理事長は、前項の決定において、区市町村長からの補助金交付申請額の合計が当該年度におけ

る本補助金の交付予算額の総額を上回るときは、必要に応じて事業の新規性、将来性及び地域性

を審査し、減額して本補助金の交付を決定するものとする。 

３ 理事長は、第１項の決定を行うに当たっては、あらかじめ東京都知事（以下「知事」という。）

の承認を受けるものとする。 

４ 理事長は、申請書に記載された補助事業の完了の予定期日が翌年度以降である場合にあっては、

第１項の補助条件に、次の事項を含めるものとする。 

一 区市町村長は、補助事業のうち、翌年度以降に行う予定の部分については、翌年度以降にお

ける本補助金の交付の有無にかかわらず翌年度以降において実施するものとし、補助事業が完

了した場合にあっては第 17 条の規定による実績報告を行い、補助事業を変更し、中止し、又

は廃止しようとする場合にあっては第 13条第２項又は第 14条第２項の規定による理事長の承

認を受けなければならない。 

二 区市町村長は、前号の規定により補助事業の廃止の承認又は本補助金の交付の決定の一部若

しくは全部を取り消された場合において、理事長から補助金の返還又は違約加算金若しくは延



 

滞金の納付を求められたときは、これに応じなければならない。 

 

（契約等） 

第９条 区市町村長は、補助事業の実施に当たり、売買、請負その他の契約を行う場合は、入札、

複数者からの見積書の徴収又はその他の方法により、競争に付さなければならない。ただし、当

該補助金の運用上、競争に付すことが著しく困難又は不適当である場合等、公社が認めた場合は

この限りでない。 

 

（申請の撤回） 

第１０条 区市町村長は、本補助金の交付の決定の内容又は補助条件に異議があり、当該申請の撤

回をしようとするときは、第８条第１項の規定による交付の決定の通知を受けた日から起算して

14日以内に、補助金交付申請撤回届出書（別記第３号様式）を理事長に提出しなければならない。 

２ 理事長は、前項の補助金交付申請撤回届出書の提出があったときは、知事に報告するものとす

る。 

 

（補助金の請求） 

第１１条 区市町村長は、第８条第１項の規定により本補助金の交付決定の通知を受けた場合にお

いては、補助金請求書（別記第４号様式）により、理事長に対し、速やかに本補助金の交付を請

求するものとする。 

 

（事情変更による決定の取消し等） 

第１２条 理事長は、本補助金の交付の決定をした場合において、その後の事情の変更により特別

の必要が生じたときは、本補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその決定の

内容若しくは補助条件を変更することができる。ただし、補助事業のうち既に経過した期間に係

る部分については、この限りでない。 

２ 前項の規定により本補助金の交付の決定を取り消すことができる場合は、天災地変その他本補

助金の交付の決定後生じた事情の変更により補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくな

った場合に限る。 

３ 理事長は、第１項の規定による本補助金の交付の決定の取消しにより特別に必要になった事務

又は事業に対しては、次に掲げる経費に係る給付金で相当の反対給付を受けないもの（以下単に

「給付金」という。）を交付することができる。 

 一 補助事業に係る機械、器具及び仮設物の撤去その他の残務処理に要する経費 

 二 補助事業を行うため締結した契約の解除により必要となった賠償金の支払に要する経費 

４ 給付金の額の前項に掲げる経費の額に対する割合その他その交付の方法については、第１項の

規定による取消しに係る補助事業についての補助金に準ずるものとする。 

５ 理事長は、第１項の規定による取消し又は変更を行ったときは、その内容及びこれに条件を付

した場合は、その条件を区市町村長に通知するものとする。 

６ 理事長は、第１項の規定による取消し又は変更に当たっては、あらかじめ知事の承認を受ける

ものとする。 

 

（補助事業の変更の承認） 

第１３条 区市町村長は、本補助金の交付の決定後、補助事業の内容又は経費の配分を変更しよう

とする場合は、あらかじめ、その理由を記載した補助事業内容（経費の配分）変更承認申請書（別



 

記第５号様式）に、補助事業の変更後の事業実施計画書等様式５-１から様式５-３（別紙含む）

までの書類その他変更の内容を説明するために必要な書類を添付して、理事長に対し、申請しな

ければならない。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

２ 理事長は、区市町村長から前項の規定による申請があった場合において、当該申請の内容につ

いての書類審査及び必要に応じて行う現地調査等により、変更を承認することが適当と認めると

きは、補助条件を付して、補助事業内容（経費の配分）の変更を承認するものとする。 

３ 理事長は、前項の規定により承認した変更が本補助金の交付決定額の変更を伴うときは、補助

事業内容の変更の承認と併せて、本補助金の交付額の変更を決定するものとする。 

４ 理事長は、前項の場合において、区市町村長からの補助金交付申請額及び補助金変更交付申請

額の合計が当該年度における本補助金の交付予算額の総額を上回るときは、必要に応じて審査会

に諮り、事業の新規性、将来性及び地域特性を審査し、減額して本補助金の交付額の変更を決定

するものとする。 

５ 理事長は、第２項の規定による承認及び第３項の規定による決定に当たっては、あらかじめ知

事の承認を受けるものとする。 

６ 理事長は、第２項の規定による承認をしたときは、その結果を、第３項の規定による交付額の

変更の決定を行わない場合にあっては補助事業内容（経費の配分）変更承認通知書（別記第６号

様式）により、当該決定を併せて行った場合にあっては補助金変更交付決定通知書（別記第７号

様式）により、区市町村長に通知するものとする。 

７ 第８条第４項の規定は、第２項による承認及び第３項による決定について準用する。 

 

（補助事業の中止・廃止の承認） 

第１４条 区市町村長は、本補助金の交付の決定後、補助事業を中止し、又は廃止しようとする場

合は、あらかじめ、その理由及び中止又は廃止の時期（中止しようとする場合は、再開の見通し

を含む。）を記載した補助事業中止（廃止）承認申請書（別記第８号様式）に、申請の内容を説

明するために必要な書類を添付して、理事長に対し、申請しなければならない。 

２ 理事長は、区市町村長から前項による申請があったときは、その内容を審査し、中止又は廃止

を承認することが適当と認める場合は、補助事業の中止又は廃止を承認する。 

３ 理事長は、前項の承認に当たっては、あらかじめ知事の承認を受けるものとする。 

４ 理事長は、第２項の規定による承認をしたときは、その結果を補助事業中止（廃止）承認通知

書（別記第９号様式）により、区市町村長に通知するものとする。 

５ 理事長は、第２項の承認に当たり、必要に応じ条件を付すことができるものとする。 

 

（補助事業の遅延等の報告） 

第１５条 区市町村長は、補助事業を予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき、

又は補助事業の遂行が困難となったときは、速やかに補助事業遅延等報告書（別記第 10号様式）

を理事長に提出し、その指示を受けなければならない。 

２ 理事長は、前項の補助事業遅延等報告書の提出があった場合は、知事に報告するものとする。 

 

（遂行状況報告） 

第１６条 区市町村長は、補助事業の円滑かつ適正な執行のために理事長が指示したときは、その

指示した期間に係る補助事業の遂行の状況について、理事長が指示する期日までに、補助事業遂

行状況報告書（別記第 11号様式）を理事長に提出しなければならない。 

２ 理事長は、前項の補助事業遂行状況報告書の提出があった場合は、知事に報告するものとする。 



 

（実績報告） 

第１７条 区市町村長は、本補助金の交付決定を受けた事業実施年度の翌年度の４月末日までに、

当該補助事業の実績について、補助事業実績報告書（別記第 12 号様式）に様式 12-１から様式

12-３（別紙含む）までの書類その他実績を説明するために必要な書類を添付して提出すること

により、理事長に報告しなければならない。なお、第 14 条の補助事業の中止又は廃止の承認を

受けたときも同様とする。 

 

（補助金の額の確定） 

第１８条 理事長は、区市町村長から前条の補助事業実績報告書が提出され、当該実績報告書の審

査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該実績報告書に係る補助事業の成果が本補助金の

交付の決定内容（第 13 条第２項の規定による承認又は同条第３項の規定による決定をしたとき

は、その承認し、又は決定された内容とする。以下次条において同じ。）及び補助条件に適合す

るものであると認めた場合は、交付すべき本補助金の額を確定し、補助金額確定通知書（別記第

13号様式）により区市町村長に通知するものとする。 

２ 前項の規定により確定する交付すべき本補助金の額は、第５条の規定により算出する額又は第

８条第１項の規定により本補助金の交付を決定した額（第 13 条第３項の規定により交付額の変

更を決定した場合には、当該変更後の額）のいずれか低い額とする。 

 

（決定の取消し） 

第１９条 理事長は、区市町村長が次のいずれかに該当した場合には、本補助金の交付の決定の全

部又は一部を取り消すことができる。 

一 偽りその他不正の手段により本補助金の交付の決定を受けたとき。 

二 本補助金を他の用途に使用したとき。 

三 その他本補助金の交付の決定の内容又は補助条件、その他法令又は本補助金の交付の決定に

基づく命令に違反したとき。 

２ 理事長は、前項の規定による取消しをするに当たっては、あらかじめ知事の承認を受けるもの

とする。 

３ 第１項の規定は、第 18 条第１項の規定により交付すべき本補助金の額の確定があった後にお

いても適用する。 

４ 理事長は、第１項の規定による取消しをしたときは、速やかに区市町村長に通知するものとす

る。 

５ 本事業に係る都と公社との連携を中止、又は終了しているときは、第１項、第２項及び前項中

「理事長」とあるのは「知事」と読み替えて、当該各項の規定を適用する。 

 

（不正手続き等に対する措置）  

第１９条の２ 理事長は、区市町村長又は第 28 条第１項にて定める間接補助事業者（以下「交付

申請者等」という。）が、偽りその他不正の手段によりこの要綱に規定する手続きを行い、又は

この要綱その他法令の規定に違反する行為を行った場合には、当該交付申請者等に対し、次の措

置を講じることができる。この場合において、交付申請者等から業務を受託した者が不正手続き

等を行ったときは、当該交付申請者等が当該業務を受託した者と共に不正手続き等を行ったもの

とみなして本条を適用する。  

一 第８条第１項の規定による本補助金の不交付の決定、第 19 条第１項の規定による交付決定の

取消し、次条第１項の規定による本補助金の返還の請求及び第 21 条第１項の規定による違約加



 

算金の納付の請求。  

二 公社が都の補助金の交付を受けて行う補助金等交付事業その他実施する事務又は事業につい

て、一定の期間、補助対象者の対象外とすること。  

三 氏名又は名称及び不正内容を公表すること。 

 

（補助金の返還） 

第２０条 理事長は、区市町村長に対し、第 12条第１項又は第 19条条第１項の規定による取消し

を行った場合において、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に区市町村長に本補助金が

交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

２ 理事長は、区市町村長に交付すべき本補助金の額を確定した場合において、既にその額を超え

る本補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

３ 本事業に係る都と公社との連携を中止、又は終了しているときは、前２項中「理事長」とある

のは「知事」と読み替えて、当該各項の規定を適用する。 

 

（違約加算金及び延滞金） 

第２１条 理事長は、第 19 条第１項の規定により、本補助金の交付の決定の全部又は一部の取消

しをした場合において、本補助金の返還を命じたときは、区市町村長に対して、当該命令に係る

本補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、返還すべき額（その一部を納付した場合の

その後の期間については、既納額を控除した額）につき、年 10.95パーセントの割合で計算した

違約加算金を納付させなければならない。ただし、違約加算金の額が 100 円未満となる場合は、

この限りでない。 

２ 理事長は、本補助金の返還を命じた場合において、区市町村長がこれを定められた納期日まで

に納付しなかったときは、区市町村長に対して、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、

その未納付額につき、年 10.95パーセントの割合で計算した延滞金を納付させなければならない。

ただし、延滞金の額が 100円未満となる場合は、この限りでない。 

３ 前２項に定める年当たりの割合は、うるう年の日を含む期間についても、365 日当たりの割合

とする。 

４ 本事業に係る都と公社との連携を中止、又は終了しているときは、第１項及び第２項中「理事

長」とあるのは「知事」と読み替えて、当該各項の規定を適用する。 

 

（違約加算金の計算） 

第２２条 理事長は、前条第１項の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、区市町村

長の納付した金額が返還を命じた本補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還

を命じた本補助金の額に充てるものとする。 

２ 本事業に係る都と公社との連携を中止、又は終了しているときは、前項中「理事長」とあるの

は「知事」と読み替えて、同項の規定を適用する。 

 

（延滞金の計算） 

第２３条 理事長が第 21 条第２項の規定により延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じ

た本補助金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金

の基礎となる未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

２ 本事業に係る都と公社との連携を中止、又は終了しているときは、前項中「理事長」とあるの

は「知事」と読み替えて、同項の規定を適用する。 



 

（他の補助金等の一時停止等） 

第２４条 理事長は、区市町村長に対し本補助金の返還を命じ、区市町村長が当該本補助金、違約

加算金又は延滞金の全部又は一部を納付しない場合において、当該区市町村長に対して、同種の

事務又は事業について交付すべき給付金があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止

し、又は当該給付金と未納付額とを相殺するものとする。 

２ 本事業に係る都と公社との連携を中止、又は終了しているときは、前項中「理事長」とあるの

は「知事」と読み替えて、同項の規定を適用する。 

 

（財産処分の制限） 

第２５条 区市町村長は、この要綱並びに交付決定の内容及びこれに付した条件に従って補助事業

により取得し、整備し又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）については、補

助事業の完了後においても、点検及び必要な整備をするなど善良な管理者の注意を持って管理す

るものとする。 

２ 区市町村長は、あらかじめ理事長の承認を受けないで、取得財産等の処分（本補助金の交付の

目的に反して使用し、譲渡し、交換し、廃棄し、貸し付け、又は担保に供することをいう。以下

同じ。）をしてはならない。ただし、当該取得財産等について、その取得又はその効用の増加の

日から減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定める耐用年

数に相当する期間を経過した場合及び取得価格又は効用の増加額が単価 50 万円未満のものは、

この限りでない。 

３ 区市町村長は、前項に規定する承認を受けようとするときは、財産処分承認申請書（別記第 14

号様式）を理事長に提出しなければならない。 

４ 理事長は、第 2項の規定による承認をしようとするときは、前項の規定による申請を受けた後、

速やかに財産処分承認通知書（別記第 15号様式）により、区市町村長に通知するものとする。 

５ 区市町村長は、理事長の承認を受けて取得財産の処分をすることにより収入があった場合は、

その収入の金額が補助を受けた金額以上のときは当該補助を受けた金額を、その収入の金額が補

助を受けた金額を下回るときは当該収入の全額を公社に納付するものとする。 

６ 本事業に係る都と公社との連携を中止、又は終了しているときは、第２項から第５項の「理事

長」とあるのは「知事」と、前項の「公社」とあるのは「都」と読み替えて、当該各項の規定を

適用する。 

 

（関係書類の保管） 

第２６条 区市町村長は、本補助金の交付に係る予算と決算の関係を明らかにした書類を補助事業

の完了した日の属する公社の会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

（補助事業である旨の表示） 

第２７条 理事長は、補助事業の内容等に応じて必要があると認めるときは、区市町村長に対し、

補助事業完了後に補助事業である旨の表示を見やすい場所に掲示するよう求めることができる。 

２ 本事業に係る都と公社との連携を中止、又は終了しているときは、前項中「理事長」とあるの

は「知事」と読み替えて、同項の規定を適用する。 

 

（間接補助） 

第２８条 区市町村長は、本事業を利用して区市町村が実施する補助事業を利用する団体その他の

者（以下「間接補助事業者」という。）に補助するときは、第 19条から第 23条まで、第 25条か



 

ら第 26 条まで、第 30 条及び第 33 条に掲げる交付要件の規定に準ずる条件を付さなければなら

ない。  

２ 理事長は、間接補助事業者から区市町村長に財産処分による納付があったときは、区市町村長

に対し、その納付額の全部又は一部を公社に納付させることができる。  

３ 理事長は、間接補助事業者から区市町村長に報告書等が提出されたときは、当該報告書等を提

出させることができる。  

４ 理事長は、区市町村長が間接補助事業者に対し第 30条に準ずる立入調査等を行ったときは、当

該調査等の結果について報告させることができる。 

５ 本事業に係る都と公社との連携を中止、又は終了しているときは、前３項中「理事長」とある

のは「知事」と、「公社」とあるのは「都」と読み替えて、当該各項の規定を適用する。 

 

（周辺環境への配慮） 

第２９条 区市町村長は、補助事業の実施に当たっては、周辺地域の生活環境に支障が生じないよ

うできる限り配慮しなければならない。 

 

（立入調査等） 

第３０条 知事及び理事長は、本事業の適切な遂行を確保するため必要があると認めるときは、区

市町村長に対し、本事業に関し報告を求め、区市町村の事務所、事業所等に立ち入り、帳簿書類

その他の物件を調査し、又は関係者に質問することができる。 

２ 区市町村長は、前項の規定による報告の徴収、事業所等への立入り、物件の調査又は関係者へ

の質問を受けたときは、これに応じなければならない。 

 

（情報発信等） 

第３１条 補助対象事業者等は、公社の求めに応じ、補助事業の効果等に関する分析・検証を行う

ために必要な情報の提供、事業報告、都と連携した情報発信その他の協力をすること。 

 

（指導・助言） 

第３２条 知事及び理事長は、本事業の適切な執行のため、区市町村長に対し必要な指導及び助言

を行うことができる。 

 

（個人情報等の取扱い） 

第３３条 理事長は、本事業の実施に関して知り得た間接補助事業者等に係る個人情報及び企業活

動上の情報（以下「個人情報等」という。）については、本事業の目的を達成するために必要な

範囲において、都に提供するほか、国及び他の地方公共団体が行う補助金等の交付事業に関わる

目的及び必要な範囲において、次に掲げる事項にのみ使用する。 

 一 本事業における補助金の審査、交付決定、交付及び事業の適正な執行 

 二 公社が実施する他の助成事業における審査、交付及び適正な執行、重複申請・重複受給の確

認、不正受給の防止並びに制度改善のための照合 

 三 国、地方公共団体等が行う同種の補助金事業における重複受給の確認 

 四 補助金制度に関する統計分析、およびその結果を活用した制度改善ならびに新規事業の企画 

 五 東京都への事業報告及び東京都が実施する環境・産業・エネルギーの各施策への活用 

 六 東京都及び公社が実施する各種事業、補助金・助成金、イベント等の情報提供 

２ 理事長は、補助金の交付額の算定その他本事業の目的を達成するために必要な範囲において、



 

間接補助事業者等が都、国及び他の地方公共団体等から交付される補助金その他の給付金の額に

係る情報を都、国及び他の地方公共団体等と協議の上、当該都、国及び他の地方公共団体等から

収集することができる。 

３ 理事長は、本人の同意がある場合、前２項及び法令に定められた場合、その他公社の「個人情

報の保護に関する規程」に基づき認められる場合を除き、理事長は、本事業の実施に関して知り

得た間接補助事業者等の個人情報等について、当該間接補助事業者等の承諾なしに、第三者に提

供し、又は第三者から収集してはならない。 

 

（その他必要な事項） 

第３４条 この要綱に定めるもののほか、本事業の円滑かつ適正な運営を行うために必要な事項は、

理事長が別に定める。 

 

 

附 則 

 この要綱は、令和８年６月１８日から施行し、令和８年４月１日に遡及して適用する。 


